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日ごろより私たち県民のためにご尽力いただき、感謝申し上げます。

さて、近年、風営法で営業してよい商業地以外の住宅地や学校の近く（200ｍ以内）などで旅館業法上はリゾート・ビジネスホテルなどと申請し、実情はラブホテルとして営業されている「偽装ラブホテル」をめぐる問題が全国各地で起こっています。兵庫県内でも姫路市、明石市をはじめ神戸市内でも須磨区、西区、東灘区等、地元住民が住環境悪化を危惧し、子供の教育環境を守るために条例改正等の働きかけをおこなってきましたが根本解決に至っていないのが現状です。

「偽装」であるが故に、一般のホテルと同様小中高校生でも利用が可能なため、住宅地や学校の近くに建てられると子供たちが犯罪に巻き込まれる可能性も大いに考えられます。また景観条例で審査されるべき事案も届け出がされず、そのまま営業に至るケースが出ることも懸念されています。

「偽装ラブホテル」をなくし「ラブホテルは合法とされた場所でのみ建設・営業される」という当たり前のことが兵庫県で実現されるよう、以下、要望をさせていただきます。

記

１．改善命令・営業停止等行政処分の適正な執行

旅館業法を基準に各自治体で定める「旅館業法施行令の規定に基づく構造設備の基準を定める条例」に違反した場合、改善命令を出され、業者はその都度直し、時期を見てまた元に戻し結局は「いたちごっこ」となっているのが現状である。この原因は改善命令にさえ従えば、実質上罰則を受けないことにある。営業停止等行政処分を適正に執行していただくよう、お願いしたい。

何度も違反を繰り返す場合は、改善命令違反とみなし、より厳しい罰則の制定も含め、対応を要望する。
２．「旅館業法施行令の規定に基づく構造設備の基準を定める条例」の厳格化

旅館業法はそもそも法を悪用し「偽装ラブホテル」の建設・営業することを想定していないため、法の不足が起こっている。その不足は各自治体が「条例」を作成し、規制を行っているのが現状である。自治体が定める「旅館業法施行令の規定に基づく構造設備の基準を定める条例」が実質上「ラブホテル」の定義となっているが、近年「偽装ラブホテル」の営業形態は巧妙で多様化しており、現状では取り締まれないようになっている。厳格化を求める。

３．立ち入り等の実行性を担保できる人員配置等体制整備ならびに警察と関係機関の連携強化

風営法違反は警察、旅館業法違反は都道府県及び政令市となっている。住民側が「偽装ラブホテル」の相談に行政にいくと「管轄外」とたらいまわしになることが多い。保健所等と警察署の連携を強化していただきたい。
特に立ち入り等が行える保健所等では人員配置等、体制が充分でないため「偽装ラブホテル」が放置されているのが現状である。適材の増員を願いたい。また昨年埼玉県では保健所の立ち入りに警察が同行した事例も報告されているが、我が県においてもより密接に保健所と警察の連携を行い、風営法違反の具体的摘発につながるよう効率的で効果的な体制づくりをお願いしたい。

４．宿泊者名簿記入の徹底指導

旅館業法の中でホテルは宿泊者名簿を備えなければならないとされている。

しかし、「偽装ラブホテル」においては実際に適法に運用されていない。伝染病の感染拡大を防ぐためにも、徹底指導すべきである。また、罰則を厳格に適用してほしい。

５．旅館業法三条関連について各教育委員会への役割の確認　

旅館業法　三条三項、四項では学校周辺に関することが以下のように規定されている。

三項「その設置によって当該施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがあると認めるときも、同項の許可を与えないことができる」
四項「前項第三号の規定により都道府県の条例で定める施設については、当該条例で定める者の意見を求めなければならない」

従って学校周辺の場合、ホテル建築の事前協議で保健局が教育長に問い合せをし、教育委員会が回答をせねばならないが、実際には教育委員会には「許可をしない」という権限が担保されていないことが過去の事例で明らかになっている。

例えば２年前に擬似ラブホテル問題が起こった大阪市西区では教育委員会からの問い合せで、当時の学校長、ＰＴＡ会長が書面にて「もうこれ以上学校の環境を乱すホテル建築、営業の許可はしないでほしい」と申し出、それを受けた教育委員会は「厳正な対処をお願いします」との回答を送ったものの、保健局は「許可にあたって支障ありません」と業者に許可を出した。

これでは、何のための三条三項四項なのか。事前協議は建前だけで、学校長等が不適当と判断しても、教育委員会の報告がその声を充分に繁栄したものでなかったならば、また声を反映したものであっても実質的に不許可にはならないのである。

教育委員会への役割の確認、また旅館業法三条三項四項が教育関係者、教育委員会の意見を反映したものとなっているかの実態調査と、また実効性が担保されていない場合は兵庫県としても適正かつ迅速な対処をお願いしたい。

6． 無許可営業の取締り強化

風営法に該当するラブホテルに関し無届営業等の取締りを強化していただきたい。近年、この問題は全国各地で増大しており、関係部署を増員し、違法な業者を順次継続的に摘発し、また、罰則の強化も含め検討していただきたい。

７．風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律施行令の見直し

風営法規則でいうラブホテルの定義は、実情からかけはなれており「偽装ラブホテル」の放置・増加の一因ともなっている。現状に即した整備をしていただきたい。

８．旅館業法違反の取締り権限の警察庁への拡大について

神戸・大阪では、ラブホテルを規制しようと施設構造基準条例が改正される予定だが旅館業法自体がラブホテルを規制する条例ではないので、条例改正では限界があることも露呈する結果となっている。旅館業法における違反についても罰則を厳しく、警察でも取締りができるよう根本的な法改正を、兵庫県としても厚生労働省、国家公安委員会、警察庁に要望してほしい。

９．旅館業法と風営法における運用差異の是正

「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律等の解釈運用基準」によれば
『（3）　令第３条第１項第２号中「食堂（調理室を含む）」は、現に宿泊客に食事を提供する用に供されている施設でなければならず、その用に供されていないものまで含める趣旨ではない。また、食堂（調理室を含む）の面積は、一つの食堂（調理室を含む）について計算するものであり（客が食事をする場所（いわゆる食堂）と調理室が一体となり又は隣接している場合には、これらの面積を合算して計算するものとする）、いくつかの食堂の総和をいうものではない。』とある。つまり食堂は営業している必要があるが、例えば神戸市では「旅館業法により食堂は構造的に備えてあれば営業していなくともよい」との解釈が取られている。

このように旅館業法と風営法においては運用に差異がある。即刻是正すべきであり、また多くの「偽装ラブホテル」では食堂は「種々はく客に即時を提供する用に供されて」はいない。実態を把握するとともに、風営法違反であった場合は、速やかな取締りをお願いする。
以上、県民の生活を守るため、また青少年の健全育成実現に向け、さらなるご検討をいただけますようよろしくお願いいたします。

